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最高裁昭和五五年（行ツ）第四〇号、六一・一・二四判決

判 決

上告人 紅屋商事株式会社

被上告人 中央労働委員会

右参加人 紅屋労働組合

右当事者間の東京高等裁判所昭和五四年(行コ)第二八号不当労働行為救済命令取消請求

事件について、同裁判所が昭和五四年一二月一九日言い渡した判決に対し、上告人から全

部破棄を求める旨の上告の申立があった。よって、当裁判所は次のとおり判決する。

(主文)

本件上告を棄却する。

上告費用は上告人の負担とする。

(理由)上告代理人 の上告理由二 （二）についてY1 2
論旨は、要するに、昭和五〇年度夏季及び冬季の各賞与(以下「本件各賞与」という。)

における各従業員の人事考課率に差異を生ずるに至ったのは、その能力や業績に応じて査

定を行った結果によるものであり、この点につき不当労働行為の成立を肯認し、本件命令

を適法とした原審の認定判断は違法であり、憲法二八条、二九条に違反するというのであ

る。

一 本件につき原審の認定するところは、おおむね、次のとおりである。

上告会社は、肩書地に本店(青森店)を、弘前市に弘前店をそれぞれ置き、大型小売1
店舗として総合衣料、食品、日用品等の小売を業とする会社であり、同社には、昭和

四九年一二月二一日弘前店の従業員を主体に結成された参加人紅屋労働組合(以下 参「

加人組合」という。)と、昭和五〇年一月中旬青森店の従業員を主体に結成されたゼ

ンセン同盟紅屋商事労働組合(以下「ゼンセン紅屋労組」という。)とがあった。

上告会社における昭和五〇年度夏季賞与は、参加人組合員に対しては同年七月二六2
日団体交渉で妥結し同年八月一日支給され、ゼンセン紅屋労組員に対しては同年七月

二三日団体交渉で妥結し同月二八日支給され、また、同年度冬季賞与は、参加人組合

員に対しては同年一二月二八日確認書が交わされ同月二九日支給され、ゼンセン紅屋

労組員に対しては同月九日団体交渉で妥結し同月一一日支給されたが、支給額の算出

方法は、いずれも「基本給×成果比例配分率×人事考課率×出勤率」との算式による

こととされ、そのうち成果比例配分率は、夏季賞与については一・八か月、冬季賞与

については二・一か月と定められた。

上告会社における人事考課の方法は、夏季賞与については前年一一月二一日から当3
年五月二〇日まで、冬季賞与については当年五月二一日から一一月二〇日までをそれ

ぞれ考課期間として、従業員の成績等を査定するものである。

昭和五〇年度夏季賞与における人事考課率は 「五〇」から「一三〇」の範囲内で4 、

定められた(人事考課率の数値は、いずれも百分率のそれである。以下同じ。)が、参

加人組合員についてこれをみると、最低の「五〇」が三一名で最も多く 「六〇」が、

一七名 「七〇」が七名 「七五」が一名 「八〇」が四名という分布になっており、、 、 、

その平均は「五八」であるのに対し、ゼンセン紅屋労組員については、最低の者(四

「 」 、「 」 、「 」名)でも参加人組合員の最高の者より高い 九〇 であり 九五 が八名 一〇〇
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が一五名 「一一〇」が八名 「一二〇」が二名という分布になっており、その平均、 、

は「一〇一」である。

また、同年度冬季賞与における人事考課率は 「七五」から「一二五」の範囲内で、

定められたが、参加人組合員についてこれをみると、最低の「七五」が二六名で最も

多く 「八五」が一一名 「一〇〇」が二名という分布になっており、その平均は「七、 、

九」であるのに対し、ゼンセン紅屋労組員及び非組合員については、最低の者(八名)

でも「八五」であり 「九〇」が二名 「一〇〇」が三六名 「一〇五」が二名 「一、 、 、 、

一〇」が一四名 「一二〇」が一名 「一二五」が二名という分布になっており、そ、 、

の大半が参加人組合員の最高である 一〇〇 以上の評価を得ており その平均は 一「 」 、 「

〇一」である。

上告会社は、参加人組合がその結成を同社に通知して公然化した昭和五〇年一月一5
二日の直後から、その代表者の発言等を通じて、参加人組合を嫌悪し、同組合員とゼ

ンセン紅屋労組員とを差別する行動を繰り返した。

参加人組合結成前の昭和四九年度夏季及び冬季の各賞与における人事考課率を、6
昭和五〇年度夏季賞与支給当時の参加人組合員とゼンセン紅屋労組員とに仕分けして

その平均を比較すると、昭和四九年度夏季賞与についてはそれぞれ「一〇一」と「一

〇二」であり、同年度冬季賞与についてはそれぞれ「九一」と「九二」であった。

昭和五〇年度夏季賞与の考課期間の後に参加人組合を脱退して非組合員又はゼンセ7
ン紅屋労組員となった二一名の右賞与における平均人事考課率は「五九」であって、

その当時の参加人組合員全員の平均人事考課率「五八」とほとんどと差がなかったの

に、同年度冬季賞与におけるそれは「九六」となり、その当時の参加人組合員の平均

人事考課率「七九」と比べ「一七」もの差が生じている反面、従前からゼンセン紅屋

労組員又は非組合員であった者の平均人事考課率「一〇一」との差はわずかに「五」

となっている。

なお、その間に、参加人組合員が、参加人組合の指令に基づいて、勤務時間中故意

に作業の能率を下げたり、接客態度を悪くしたりした事実はない。

昭和五〇年度夏季賞与の考課期間における参加人組合員の平均出勤率は九三・四パ8
ーセントであって、ゼンセン紅屋労組員の平均出勤率八九・一パーセントを上回って

いる。

参加人組合は、本件各賞与につき、上告会社を被申立人として青森県地方労働委員9
会に不当労働行為救済の申立をしたところ、同委員会は、上告会社に対し、本件各賞

与における各参加人組合員の人事考課率に、昭和五〇年度夏季賞与についてはそれぞ

「 」 、 「 」れ 四〇 を加算した人事考課率により 同年度冬季賞与についてはそれぞれ 二二

を加算した人事考課率により、各賞与を再計算した金額と既に支給した金額との差額

等を参加人組合員に支払うべきことを命ずる旨の救済命令を発した。

そして、右救済命令を不服として上告会社のした再審査の申立に対し、被上告人中

央労働委員会は、昭和五二年一二月二一日付で、右再審査の申立を棄却する旨の本件

命令を発した。

以上の原審の事実認定は、原判決挙示の証拠関係に照らし、いずれも正当として是認

することができ、その過程に所論の違法はない。
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二 以上の事実関係に基づき、本件における不当労働行為の成否について判断する。

まず、参加人組合結成前の昭和四九年度夏季及び冬季の各賞与における人事考課率の

査定においては、後に参加人組合員となった者らの平均考課率とゼンセン紅屋労組員と

なった者らの平均考課率との間にほとんど差異がなかったのであり、このことは、これ

らの者の勤務成績等を全体として比較した場合その間に隔りがなかったことを示すもの

というべきところ、その後参加人組合が結成されこれが公然化した後において、参加人

組合員らの勤務成績等がゼンセン紅屋労組員又は非組合員のそれと比較して劣悪になっ

たことを窺わせる事情はなく、したがって、本件各賞与における人事考課率の査定時に

おいても、参加人組合員らとそれ以外の者らとの勤務成績等に全体として差異がなかっ

たものというべきである。他方、本件各賞与における人事考課率を参加人組合員らとそ

れ以外の者らとの間で比較してみると、その間に全体として顕著な差異の生じているこ

とが明らかである。そして、これらの事実に参加人組合が結成されこれが公然化した後

上告会社において同組合を嫌悪し同組合員をゼンセン紅屋労組員と差別する行動を繰り

返していること、昭和五〇度夏季賞与の考課期間の後に参加人組合を脱退して非組合員

又はゼンセン紅屋労組員となった者らの同年度冬季賞与における平均人事考課率がにわ

かに上昇し従前からゼンセン紅屋労組員又は非組合員であった者らの平均人事考課率に

近似する数値となっていることなどの前記認定事実を合わせ考えると、参加人組合員ら

とそれ以外の者らとの間に生じている右のような差異は、上告会社において参加人組合

員らの人事考課率をその組合所属を理由として低く査定した結果生じたものとみるほか

なく、また、右の査定において、上告会社が個々の参加人組合員の組合内における地位

や活動状況等に着目しこれを考課率に反映させたというような事情は全く窺うことがで

きないのであるから、本件の事実関係の下においては、上告会社は、本件各賞与におけ

る参加人組合員の人事考課率を査定するに当たり、各組合員について、参加人組合に所

属していることを理由として、昭和五〇年度夏季賞与については参加人組合員全体の平

均人事考課率とゼンセン紅屋労組員全体の平均人事考課率の差に相応する率だけ、同年

度冬季賞与については参加人組合員全体の平均人事考課率とゼンセン紅屋労組員及び非

組合員全体の平均人事考課率の差に相応する率だけ、それぞれ低く査定したものとみら

れてもやむを得ないところである。

以上によれば、本件においては、上告会社により、個々の参加人組合員に対し賞与の

人事考課率の査定において組合所属を理由とする不利益取扱いがされるとともに、組合

間における右の差別的取扱いにより参加人組合の弱体化を図る行為がされたものとし

て、労働組合法七条一号及び三号の不当労働行為の成立を肯認することができる。

ところで、右に述べたとおり、使用者において賞与の人事考課率を査定するに当たり

個々の組合員の人事考課率をその組合所属を理由として低く査定した事実が具体的に認

められ、これが労働組合法七条一号及び三号の不当労働行為に該当するとされる以上、

労働委員会のおいて、これに対する救済措置として、使用者に対し、個々の組合員につ

き不当労働行為がなければ得られたであろう人事考課率に相応する数値を示し、その数

値により賞与を再計算した金額と既に支給した金額との差額の支払を命ずることも、労

働委員会にゆだねられた裁量権の行使として許されるものと解することができる。

してみると、右のような趣旨に出たものと解される本件命令に違法はないというべき
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であり、これと同旨の原審の判断は、その判示にいささか適切を欠く点がないとはいえ

ないが、結局正当として是認することができ、原判決に所論の違法はない。右違法があ

、 。 、 。ることを前提とする所論違憲の主張は 失当である 論旨は 採用することができない

同上告代理人のその余の上告理由について

所論の点に関する原審の判断は正当として是認することができ、原判決に所論の違法は

ない。右違法があることを前提とする所論違憲の主張は、失当である。論旨は、ひっきょ

う、独自の見解に立って原判決を論難するものにすぎず、採用することができない。

よって、行政事件訴訟法七条、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員一

致の意見で、主文のとおり判決する。

最高裁判所第二小法廷


